
平成24年（2012年）２月那覇市議会定例会 

 

 代表質問発言通告書（２日目） 

  平成24年２月28日（火）  
日本共産党  35分 

民 主 党  30分 

改革クラブ  30分 

そ う ぞ う  25分 

社 社 連 合  25分 

 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

１ 古 堅  茂 治 

(日本共産党) 

１ 米軍基地問

題に関して 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 日米政府は、米軍普天間基地「移設」と在

沖縄米海兵隊のグアム移転を切り離して進

めるとの日米の見直し合意を発表した。新基

地建設を押しつける根拠にしてきた「一体処

理」の合意が破綻したことを意味する。とこ

ろが、発表は普天間基地の辺野古「移設」・

新基地建設について「唯一の有効な進め方」

などとあくまで固執している。そして、普天

間基地の補修、オスプレイの普天間基地への

年内配備などから、世界一危険な普天間基地

の継続使用・「固定化」の懸念が高まってい

る。見解を問う 

 

(２) 仲井眞県知事は、環境影響評価（アセスメ

ント）の意見書で、日米両政府が米軍普天間

基地の「県内移設」のため名護市辺野古に建

設を狙っている新基地について、「実現する

ことは事実上不可能」と述べるとともに、「環

境保全上重大な問題がある」と指摘した。市

長の見解を問う 

 

(３) 我が党の赤嶺政賢衆議院議員が明らかに

した沖縄防衛局の選挙介入は、国家権力の介

入、防衛省の組織ぐるみ、個人情報保護法違

反であり、民主主義国家で到底許されるもの

ではない。市長の見解を問う 

 

(４)  県民総意を踏みにじり、新基地建設を何が

何でも沖縄に押しつけようとして、さまざま

な県民分断策と懐柔策を弄する民主党政

権・野田首相への見解を問う 

 

 

割当時間(答弁を除く) 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ２ 民主党政権

の消費税大増

税について 

 

 

 

 

 

３ 沖縄振興一

括交付金につ

いて 

 

 

 

 

４ 介護保険料

引き上げにつ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 特別支援教

育・発達障が

い児について 

 

 

 

 

 

 

 

６ 経済活性化･

観光振興につ

いて 

 

 

民主党・野田政権は、「社会保障と税の一体改

革」と称して、消費税を 2014年に８％、2015年

に10％に増税する「大増税法案」を成立させよう

としている。大増税しながら、社会保障は切り捨

て、国民の暮らしも、景気も、財政も破壊するも

ので断じて許されない。見解を問う 

 

 

(１) 一括交付金を活用できる事業の可否を

国・県・市のどちらが判断するのか問う 

 

(２) 本市の一括交付金の活用方針と、一括交付

金を活用していく上での問題点・課題を問う 

 

 

介護保険料引き上げは、低所得で苦しんでいる

高齢者・市民への負担増押しつけで許されない 

 

(１)  引き上げ額（月・年間）、引き上げによる

保険料基準額（月・年間）、年間の負担増額

（総額）を問う 

 

(２)  被保険者数、保険料（本市・全国平均）、

被保険者平均所得（本市・全国）を問う 

 

 

(１)  支援を要する園児・児童生徒数、ヘルパー

数など現状を問う 

 

(２)  特別支援教育ヘルパーの増員と質の向上

の促進、特別支援教育拡充について問う 

 

(３)  発達障がい支援計画の必要性と取り組み

を問う 

 

 

(１)  中国・アジアなどへの本市物産等の販路拡

大を支援する施策を積極的に展開すべきで

はないか。見解を問う 

 

(２)  那覇港において、次年度寄港が予定されて

いる超大型クルーズ船が接岸可能か問う 

 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ７ 津波・地震

対策について 

 

 

 

 

８ 自殺対策等

について 

 

 

 

 

９ 市民の大事

な税金・経費

の節減につい

て 

我が党の市長への申し入れが予算化され、防災

対策が一定前進していることは評価する。そこ

で、新年度の津波・地震対策と予算額（増減も）

を問う（市長部局、教育委員会） 

 

 

(１)  現状・体制を問う 

 

(２)  市職員の心の病の現状と県内・全国自治体

との比較を問う 

 

 

我が党は、本市が、多額の経費を負担している

一部事務組合の那覇市・南風原町環境施設組合に

おける議会で、「特殊プラントであるごみ焼却施

設において、プラントメーカーの言いなりになら

ないために」と、技術職員の確保・技術力の向上

について何度も議論してきた。今回、同組合では、

技術職員・職員の努力によって、２つの事業で約

4,000万円、約 2,000万円の経費の節減・節税を

行っている。同組合での技術職員・職員の頑張り、

教訓について問う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

２ 比 嘉  瑞 己 

(日本共産党) 

１ 翁長市長の

政治姿勢につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 那覇市の危

険校舎につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 翁長市長は新年度「施政方針」のなかで、

久茂地・前島小学校の統廃合に向けた取り組

みを具体的に挙げ、統廃合ありきの姿勢を明

確にしている。久茂地小学校の存続を求める

署名が１万７千筆も提出されているなど、保

護者や地域住民の理解も協力も得られてい

ないことは明らかである。また、同問題に関

連して市民会館建設など、市政の重要課題に

ついて軽々しく表明するなど「協働のまちづ

くり」とは言い難い市政運営である 

「地域住民の理解と協力」が得られていな

いなかで、統廃合ありきで事を進めるあり方

について、市長の見解を問う。そして、市民

会館建設についての政策決定過程を問う 

 

(２) 教育学的な検証もされていない小中一貫

教育の導入は行うべきではない。小中一貫教

育の地域説明会では、教師や保護者から、ど

のような不安の声が寄せられているか 

 

(３) 我が県は亜熱帯気候であり、５月から11

月頃までクーラー使用が不可欠である。すべ

ての幼稚園・小中学校の教室にクーラー設置

を行うべきであり、沖縄振興一括交付金を活

用した年次計画を策定すべきである。当局の

見解を問う 

 

 

教育施設は子どもたちが日常的に過ごす場所

であり、地域の防災拠点でもある。子どもたちの

安全・安心を守ることは市政の最優先課題であ

る。「新沖縄子どもを守る会」による幼小中学校

の独自調査によって、柱やはりなどの主要構造部

で、コンクリートがはがれ、鉄筋が露出するなど

の危険校舎が10校、ひさしなどにコンクリート剥

落がある学校が８校も見つかっている 

 

(１) 那覇市の幼稚園・小中学校・体育館におい

て、柱やはりなどの主要構造部に断面欠損が

生じている施設はどこか。使用状況はどうな

っているか。教育委員会は安全性・強度が確

保されていると認識しているのか 

 



 
順

位 

氏  名 

(会派名) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 旧沖縄少年

会館(久茂地公

民館)について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 子育て支援

について 

 

(２) 新耐震基準が適用されていない1981年以

前の幼稚園・小中学校・体育館で、実施計画

にも改築予定がない施設はどこか 

 
(３) 那覇市は建築基準法で義務づけられてい

る学校施設の「定期報告」を実施しているか 

 

(４) 那覇市は緊急にすべての幼稚園・小中学

校・体育館の安全点検と対策を行い、改築・

補修整備計画を策定すべきである。当局の見

解を問う 

 

 

沖縄の戦後史・県民と本土同胞との絆を語る旧

沖縄少年会館(久茂地公民館)は、那覇市の貴重な

歴史文化遺産であり、先人たちの尊い理念を受け

継いで保存と活用を行うべきである。しかしなが

ら、那覇市教育委員会内に設置された検討委員会

の報告書に基づいて解体方針が示され、昨年の９

月定例会において賛成多数で可決された。 

 

(１) 検討委員会では旧沖縄少年会館の歴史的

文化的価値について十分な検証は行われた

のか。また、その報告を受けて、那覇市教育

委員会や市長部局は全庁的で十分な検証を

行ったか 

 

(２) 耐力度調査を実施した後、検討委員会は外

部からの建築専門家も加えた改修の検証は

行ったのか。また、過去５回の検討委員会に

おいて現場検証は行ったか 

 

 

(１) 那覇市の保育所待機児童の状況はどうな

っているか。待機児童の受け皿として大きな

役割を果たしている認可外保育施設に、地方

税減免措置や減収補填措置等の支援を行う

べきである。見解を問う 

 
(２) 沖縄振興一括交付金を活用して、遅れてい

る那覇市の認可外保育施設への支援を行う

べきである。当局の見解を問う 

 



順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 沖縄県の学童保育は運営形態・利用料・専

用施設整備が全国と比べて遅れている。浦添

市よりも遅れている家賃等補助の拡充、ひと

り親家庭や低所得世帯への保育料減免措置

を行うべきである。当局の見解を問う 

 

(４) 沖縄県は私たち日本共産党が一貫して求

めてきた子ども医療費の無料化について、入

院分を中学校卒業まで拡充する方針である。

那覇市がこれまで独自政策で行ってきたそ

の財源で、子ども医療費無料化・窓口無料化

を拡充すべきである。見解を問う 
 
(５) 那覇市療育センターの定員数・登録児童

数・待機児童数を問う。狭隘な施設問題の解

決のためにも、療育センター機能や発達支援

センター機能をあわせ持った、複合施設への

改築を早急に行うべきである。当局の見解を

問う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

３ 玉 城  彰 

(民 主 党) 

１ 沖縄振興一

括交付金につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 協働のまち

づくりについ

て 

 

 

 

３ 政治姿勢に

ついて 

 

 

 

 

４ 久茂地公民

館について 

 

 

 

 

 

５ 旧首里支所

跡地の利活用

について 

(１) 沖縄振興一括交付金の沖縄県要求額の

3,000億円に対し、おおむね満額といえる

2,937億円を獲得した。この間の政府・民主

党との交渉経緯も含めて、市長の評価を伺う 

 

 

(２) 沖縄振興一括交付金の使途内容について 

 

 

(３) ソフト分野予算803億円のうち、市町村へ

の配分が検討されている約300億円から本市

に配分される額は幾らか伺う 

 

 

(４) 本市としての事業計画は策定しているの

か、その内容について伺う 

 

 

 

 翁長市長は、３期目の出馬に際して｢協働のま

ちづくり｣は途上であり、集大成を目指すと公言

したが、進捗状況と達成率を伺う 

 

 

 

翁長市長は以前に多選は考えていないと言わ

れたが、迎える11月の選挙に出馬する考えがある

のか伺う 

 

 

 

去る１月25日｢新沖縄子どもを守る会｣が教育

委員会と市に久茂地公民館の譲渡を求める要望

書を提出した。今後、どのように対応されるのか、

当局の見解を伺う 

 

 

 

海洋博覧会記念公園管理財団が、那覇市からの

有償譲渡を断念したと聞いているが、その理由と

今後の利活用について伺う 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ６ 公共交通行

政について 

 

 

 

７ 健康なは 21

について 

モデル性の高い基幹的公共交通の導入に向け

た環境整備の具体的な取り組みについて伺う 

 

 

 

 生活習慣病予防の取り組みと各年齢層別の数

値目標の達成度について伺う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

４ 山 川 泰 博 

(民 主 党) 

１ 沖縄振興一

括交付金につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 施政方針に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学校施設の

老朽化につい

て 

 

(１) ハード交付金とソフト交付金に分かれて

いるが、それぞれどのような交付金になって

いるのか伺う 

 

(２) 自由度の高い交付金と期待している。しか

し、幾つかの縛りや裏負担の予算確保に課題

があるとのことだが、具体的にどのようなこ

とか伺う 

 

(３) 一括交付金の配分基準はどのようなもの

か。また、地方交付税と同じ返還の必要がな

い交付金なのか伺う（違いがあれば、どのよ

うに違うのか伺う） 

 

(４) 当初予算に計上されていないが、いつ事業

化されるのか。また、事業執行が大幅に遅れ、

沖縄振興に大きな影響があると思うが、当局

の考え方を伺う 

 

 

(１) 市長の施政方針に「福州市との友好締結 

30周年を機に中国との経済交流をさらに広

げることが必要だと考え、中小企業者の商

品・サービスの県外・海外への販路拡大に向

けた支援をさらに推進する」とある 

経済交流は重要であり、さらに充実させる

べきであると思うが、世界に羽ばたける人材

育成も重要だと考える。そのために本市小中

学校で中国語や韓国語の教育を導入すべき

だと考えるが、見解を伺う 

 

(２) 外国人観光客の受け入れ態勢をさらに充

実させるとあるが、具体的な事業を伺う 

 

 

「新沖縄子どもを守る会」が、本市すべての市

立幼小中学校 53校を独自に調査した校舎の老朽

化状況で、明らかに 10校が危険な校舎や体育館

を抱えていると発表したが、実態はどうなってい

るか伺う 

 

 

 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ４ 沖縄都市モ

ノレール株式

会社経営健全

化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 寡婦控除の

みなし適用に

ついて 

(１) 沖縄都市モノレール株式会社が本市や県、

沖縄振興開発金融公庫と交わした「金融支援

に関する協定書」の内容を伺う 

 

(２) 沖縄都市モノレール株式会社が、債務返済

条件の変更や利用者予測の下方修正を含め、

2018年度に単年度黒字を達成見込みとする

中長期計画を発表したが、どのような計画か

伺う 

 

(３) 中長期計画では、那覇市都市モノレール整

備基金条例でこれまで行ってきた収支不足

による経営支援は、今後はどうなるのか伺う 

 

 

 

非婚母子世帯への寡婦控除をみなし適用し、保

育料を他の母子世帯と同等に算定することにつ

いて、次年度の計画はどうなっているのか伺う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

５ 與 儀  實 司 

(改革クラブ) 

離島振興につ

いて 

翁長市長は平成 24年度施政方針の一つに、沖

縄らしい優しい社会の構築を目指し、基本プロジ

ェクト推進の基軸として、離島振興を大きな課題

の一つとして取り上げ、県都である本市の責務で

あると述べている 

特に、近隣離島である、渡嘉敷、座間味、粟国、

渡名喜の島々への船舶航路は、泊港が発着点とな

っており、四離島村と連携することは共存共栄と

本市のさらなる発展に繋がると明言している 

離島の恵まれた自然環境は、本市が活用できる

観光資源としては、論をまたない 

しかし一方、島民の生活環境に目を向けた時、

子どもたちの高等学校への進学による経済的な

負担は大変厳しい状況にある。家庭は二重生活を

強いられて、母親も子どもに同行して島を出ると

いう家庭もあるようで、まさに家庭が二つある訳

である。そこで伺う 
 

(１) 本市に近い観光地として、今後どのような

連携を考えているのか、見解を伺う 

 

(２) 離島の厳しい生活環境について、どのよう

な連携により改善が図れると考えるのか、伺

いたい 

 

(３) 高等学校進学の経済的緩和政策として翁

長市長の音頭で四村との連携のもと、那覇市

に寄宿舎をつくれないか伺う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

６ 宮 里  光 雄 

(改革クラブ) 

施政方針につ

いて 

(１) 東日本大震災の被災地に対する支援策と、

今後の本市防災行政の方針について伺う 

 

(２) 津波防災避難ビル建設の取り組みについ

て、進捗状況と課題について伺う 

  

(３) 原発から派生する諸々の被害対策につい

て、本市の取り組みを伺う 

 

(４) ４次にわたる沖縄振興の計画について、本

市はどのような総括をし、今後の施策展開に

生かしていくのか見解を伺う 

 

(５)  「（仮称）沖縄振興特別推進交付金」の本

県予算額と、本市において、執行を予定する

予算総額と全体に占める割合、予定される事

業内容について伺う 

 

(６) 平成 24年度予算案について、一般会計予

算、企業会計を除く特別会計予算、国民健康

保険特別会計における特徴的な増減につい

て説明を求める 

  

(７) 「戦跡表示板」を設置し、平和学習の場と

して整備するとのことだが、当事業の内容と

開始時期について伺う 

 

(８)  「特定健診・特定保健指導」について、受

診率と保健指導率向上のための施策につい

て伺う 

 

(９) 市長公用車を電気自動車へ更新し、新総合

庁舎に電気自動車の急速充電器を設置する

こと並びに電気自動車の普及を推進する意

義について、当局の見解を伺う 

 

(10) 「陸上競技場兼サッカー場」の建設につい

いて、基本構想・基本計画策定に向けた取り

組みについて説明を求める 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   (11)  泊児童クラブ舎の整備計画の内容と建設

時期、並びに屋内運動場建設期間中の運動場

利用団体に対する一時利用施設の対策につい

て当局の見解を伺う 

 

(12)  民間アパート等で運営している児童クラ

ブへの家賃補助の増額について、事業内容の

説明を求める 

 

(13) スポーツ、文化面での児童生徒の県外派遣

補助金と、派遣旅費に対する補助金予算の増

額対応について詳細の説明を求める 

 

(14) 読売巨人軍の春季キャンプ実施に伴う経

済効果と、今後継続するための課題につい

て、当局の見解を伺う 

 

(15) 都市モノレール延長事業について、今後の

事業予定とモノレール株式会社の経営に係

る影響について、当局の見解を伺う 

【答弁を求める者】 

市長、副市長、教育長、上下水道事業管理者、

関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

７ 坂 井  浩 二 

(そうぞう) 

１ 学校施設の

老朽化に伴う

安全対策につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 子ども行政

について 

本市内学校施設の老朽化が指摘されているが

当局の見解を以下伺う 

 

(１) ＰＴＡ等学校関係者から、危険を伴う状態

として、実際に改善要望・指摘が出ている本

市内の学校施設は何校あるか 

 

(２) 老朽化防止策として施設へのメンテナン

スは、これまでどのように行われてきたのか 

  

(３) 建築基準法において、危険を防ぎ、建築物

を安全で快適に継続使用するために県へ報

告が義務づけられている「定期報告制度」が

ある。本市学校施設については適用されてい

るか 

 

(４) 特に緊急性が指摘されている若狭小学校

について、現行計画による具体的な立て替

え・補修等安全策の対応時期はどうなってい

るか 

 

 

新年度における子ども行政全般について当局

の方針を以下伺う 

 

(１) 本市内在住の児童・生徒の総数及び 10・

20年前と比較した場合の割合はどのくらい

か 

 

(２) いよいよ平成 24年度４月から６年ぶりに

本市 37番目の新しい小学校「天久小学校」

が開校、あわせて「あめくみらい幼保園」も

開園するが以下伺う 

 

① 「天久小学校・あめくみらい幼保園」に

ついて、これまでにない新しい取り組みと

して、どのような特色・教育方針が挙げら

れるか 

 

② 開校に際し、児童の安心・安全な通学路

の確保が保護者、自治会関係者、地域住民

からの大きな要望として出されているが、

どのような取り組みがなされているのか 



 
 
順

位 

氏  名 

(会派名) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 防災行政と

危機管理のあ

り方について 

 

(３) 認可外保育施設について、具体的にどのよ

うな新規事業が実施されるのか伺う 

 

(４) いわゆる「５歳児問題」について伺う 

 

① 今年度２月末現在、５歳児保育を希望す

る世帯は何件で、そのうち何件が認定され

たか。また、昨年度と比較してどのように

改善したのか伺う 

 

② 今後市は、どのような方針の下で問題解

決に向けて取り組むのか 

 

(５) 平成24年度施政方針中、「子育て支援と就

学前教育・保育」欄には、「障がい児童」支

援に関しての記載が見受けられないが、市は

どのように考えているのか 

 

(６) 雪遊びの開催中止問題について当局の見

解を伺う 

 

 本市の消防体制及び防災のあり方について、当

局の見解を以下伺う 

 

(１) 昨年発生した小一児童国場川転落死亡事

故について事故当時の状況及び経緯を以下

伺う 

 

① 当時の救難出動はどこから出動したの

か 

 

② 通報から現場到着までの所要時間は幾

らか 

 

③ 当時の那覇管内の対応はどのようにな

っていたのか 

 

(２) 緊急災害時対応として、市域境界線におけ

る他市町村との相互援助協定がある。本市域

において何カ所で締結し、どのような内容に

なっているのか伺う 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

(３) 市民の安心安全を主眼に、現在の消防人員

配置を再検証し、新たな再編配備を実施すべ

きであると考えるが、当局の見解を伺う 

 

(４) 市長は昨年９月定例会において、国場出張

所の活用について「生命財産にかかわる問

題、強く一歩前進させる」との力強い言葉で、

進展させていく旨の答弁を行政トップとし

て表明した。当該地域の方々も現在の状況に

対して大きな不安を抱えているが、その後の

進捗状況を伺う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



 代表質問（２日目） 平成24年２月28日(火) 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

８ 宮 平 のり子 

(社社連合) 

１ 市長の政治

姿勢について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一括交付金

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 教育行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

４ 放射能と食

の安全対策に

ついて 

(１) 政府はＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ

協定）参加に向けて踏み出したが、市長は沖

縄県への影響について、どのように考えてい

るか 

 

(２) 沖縄防衛局の不祥事（前局長の犯す前に犯

すと言うか発言、アセスの未明搬入問題、真

部局長の選挙介入）が続いているが、それら

に対する市長の見解を伺う 

 

(３) 市長は市長選当選後、マスコミのインタビ

ューに答えて、次回市長選挙は出馬しないと

明言したが、その気持ちに変わりないか伺

う。 

 

 

(１) 那覇市に交付される一括交付金について、

その概要と今後の課題を伺う 

 

(２) 県は一括交付金の新規事業で、待機児童対

策特別事業として 10.1億円計上、なお未計

上額123億円もある。那覇市としてこれらの

予算を利用して待機児童ゼロに向けて県に

要求すべきではないか 

 

 

(１) 市立幼稚園園舎・小中学校校舎の危険箇所

の平成 23年度の補修の進捗状況と未着手の

危険箇所について伺う 

 

(２) 久茂地公民館（旧沖縄少年会館）は保存し、

活用すべきと思うがどうか 

 

 

(１) 肥料や飼料による人為的汚染や外国から

の再輸入食品の問題などが出ており、学校給

食メニューについては、保護者や食品の流通

と安全に詳しい専門家を交えて再考すべき

と思うがどうか 

 



順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 建設行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

６ 男女平等行

政について 

 

 

 

７ 文化振興条

例の制定につ

いて 

(２) 食の安全対策として、給食調理場のある市

内小中学校と給食センターに高精度の放射

性物質測定器を購入、給食食材の測定をすべ

きと思うがどうか 

 

(３) 市民の健康を守るため、市民が検査してほ

しいと持ち込んだ食品について、那覇市とし

て無料で放射性物質の検査を行うサービス

を開始すべきと思うがどうか 

 

 

市営住宅の指定管理者制度導入について 

 

(１) 現在の経費と指定管理者制度導入後の経

費について伺う 

 

(２) 市営住宅の修繕業者の登録数と指定管理

者制度導入後の関連業者に対する公正・公平

な発注について 

 

(１) 学校の男女混合名簿の推進について 

 

(２) 那覇市における女性の管理職登用について 

 

 

県内の芸能実演家団体「沖縄県芸能関連協議

会・照喜名朝一会長」は県文化振興基本条例の制

定を目指すとして勉強会を発足させている 

琉球王朝時代以来の「組踊」は 1972年には国

の重要無形文化財に指定され、2010年11月にユ

ネスコの無形文化遺産である「人類の無形文化遺

産の代表的な一覧表」に登録された。また、琉球

舞踊は琉球王朝時代の中国の使者・冊封使を歓待

する宴で宮廷踊り古典舞踊から庶民の生活の喜

怒哀楽を題材にした雑踊りまで、今日も生活に密

着している 

沖縄の大事な文化を振興させるために県は文

化振興基本条例を早期に制定すべきであり、同時

に那覇市においても文化振興条例を制定すべき

と思うが見解を伺う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 


